
◆電気通信事業の利用者保護
　電気通信事業における利用者保護の
観点から、期間拘束契約に係る解除に
伴う違約金等の制限に関する経過措置
の廃止時期等について、明確化されま
した。

（令和６・４・５総務省令第42号＝電
気通信事業法施行規則の一部を改正す
る省令の一部を改正する省令）
◆作業環境測定基準の見直し
　労働安全衛生法に基づき、有機溶剤
などを用いた業務を行なう屋内作業場
等に義務付けられている作業環境測定
の測定基準や測定方法について、見直
されました。

（令和６・４・10厚生労働省告示第187
号＝作業環境測定基準等の一部を改正
する告示）

◆マイナンバーカードの利便性拡大
　マイナンバー法の改正により、国外
転出後も継続してマイナンバーカード
の利用が可能とされていました。その
施行期日が令和６年５月27日と定めら
れました。

（令和６・４・12政令第169号＝行政手
続における特定の個人を識別するため
の番号の利用等に関する法律等の一部
を改正する法律の施行期日を定める政
令）
◆代表取締役等住所非表示措置の新設
　法人の代表者がＤＶやストーカーの
被害者である場合等を含め、申請すれ
ば、代表者の住所を登記簿謄本に表示
しない措置が設けられました。

（令和６・４・16法務省令第28号＝商
業登記規則等の一部を改正する省令）

◆国際通貨基金への出資額を積増し
　国際通貨基金（IMF）に対する加盟
国の出資総額が増額されることとなっ
たことに伴い、日本の出資額の上限が
約６兆円から約９兆円に引き上げられ
ました。

（令和６・４・17法律第16号＝国際通
貨基金及び国際復興開発銀行への加盟
に伴う措置に関する法律の一部を改正
する法律）
◆NTTの国際競争力強化
　国際競争力を高めることなどを目的
として、ＮＴＴの研究に係る責務の廃
止、外国人役員に関する規制の緩和等
の措置が講じられます。

（令和６・４・24法律第20号＝日本電
信電話株式会社等に関する法律の一部
を改正する法律）
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　令和５年６月に閣議決定された
「デジタル社会の実現に向けた重点
計画」等の政府方針において、アナ
ログ規制（目視、実地監査、定期検
査・点検、常駐・専任、書面掲示、
対面講習、往訪閲覧・縦覧、ＦＤ等
記録媒体等の各規制をいいます）と
して掲げられている約１万条項につ
いて、令和６年６月までを目途に、
当該規制の見直しを行なうこととさ
れていました。
　これを受けて、今般、以下のとお
り見直しが行なわれました。
⑴　登記簿の作成に関する規定の見
直し（令和６年４月22日施行）

　これまで、不動産登記や商業・法
人登記等の登記簿は、「磁気ディス

ク」をもって調製するとされていま
したが、今般の改正により、クラウ
ドサービスの利用等が可能であるこ
とが明確化されました。
⑵　登記簿の附属書類閲覧のデジタ
ル化（令和６年６月24日施行）

　これまで、不動産登記法 121条３
項および４項、商業登記法11条の２
ならびに動産・債権譲渡登記令18条
等で規定される登記簿の附属書類ま
たは登記申請書等（以下、これらを
まとめて「登記申請書等」といいま
す）の閲覧について、登記官の面前
でのみ閲覧をすることができるとさ
れていました。
　今般の改正により、登記申請書等
の閲覧請求に際して請求人が別段の

申出を行ない、登記官がそれを相当
と認めるときは、ウェブ会議システ
ムを利用した非対面での閲覧も可能
とされることとなりました。
　ただし、閲覧を希望する登記申請
書等が多数である場合や、機器の故
障や通信障害等により物理的にウェ
ブ会議システムを利用した閲覧がで
きない場合は、「相当と認めるとき」
には該当せず、登記官の面前で閲覧
する必要があるとされています。
　なお、ウェブ会議により閲覧をす
るための申出事項として、「ウェブ
会議による閲覧を希望する旨」「連
絡先電話番号」「メールアドレス」

「閲覧を希望する日時」が、求めら
れる予定です。� ●▲

令和６・４・22法務省令第32号＝不動産登記規則等の一部を改正する省令

登記申請書等の閲覧が
ウェブ会議で可能に

令和６年４月30日までの公布分


